
電気需給仕様書 

 

 本仕様書は、高槻市交通部（以下「甲」という。）所有の施設（別紙施設一覧表のとおり）で使

用する電力について、電力供給者（以下「乙」という。）が供給する電力に適用する。 

 

１ 概要 

（１）件 名 高槻市交通部芝生営業所及び緑が丘営業所に係る電力調達 

（２）供 給 場 所 別紙施設一覧表のとおり 

（３）用 途 施設内使用用電力 

（４）契 約 電 力 別紙施設一覧表のとおり 

（５）受電方式等 別紙施設一覧表のとおり 

（６）電気工作物の財産分界点と保安上の責任分界点 

（ア）電気工作物の財産分界点 

需給地点に同じとする。ただし取引用計量装置は、一般送配電事業者の所有とする。 

  （イ）保安上の責任分界点 

     電気工作物の財産分界点と同じ。 

 

２ 供給仕様 

（１）契約方法 

 単価契約 

（２）供給期間 

 令和５年１０月検針日から令和６年１０月検針日前日まで 

   （検針日 芝生営業所４日、緑が丘営業所１９日） 

（３）予定使用総電力量 

 355,366 kWh/年 

（４）契約電力 

 別紙施設一覧表に令和５年３月請求分記載の契約電力を記す。 

 ただし、その１月の最大需要電力と前１１月の最大需要電力のうち、いずれか大きい値を当

該月の契約電力とする。 

（５）電力の計量 

（ア）電力の使用に対する代金（以下「電気料金」という。）の算定に必要な使用電力量、最

大需用電力（需用電力の最大値であって、３０分最大需要電力計により計量される値を

いう。）及び力率の計量は、甲の供給場所に設置された計量器により行うものとする。 

（イ）計量日時は甲と乙が協議の上、定めるものとし、計量結果の記録を取り交わす。 

（６）電気料金の算定  

（ア）料金の算定は１月（前月の計量から当月の計量までの期間をいう。）の使用電力量に基

づき、次の計算方法で算定し、毎月支払うものとする。 

電気料金＝基本料金＋電力量料金＋再生可能エネルギー発電促進賦課金±燃料費調整額  

なお、当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額とする。 



（イ）基本料金、電力量料金及び再生可能エネルギー発電促進賦課金等の算定は次のとおり 

     また、契約単価は、施設毎に変更せず、同一単価とすること。 

 ① 基本料金 

  契約電力を契約単価及び力率から計算した金額（以下の算定式による。） 

基本料金＝契約電力×契約単価×（（185－力率）／100） 

【割引率設定時】割引後基本料金＝基本料金－（基本料金×割引率） 

② 電力量料金 

 使用電力量に単価一覧（燃料費調整を行う場合については④による。）の料金を、乗じ

て計算した金額（以下の算定式による。） 

電力量料金＝使用電力量×電力量契約単価 

【割引率設定時】割引後電力量料金＝電力量料金－（電力量料金×割引率） 

 ③ 再生可能エネルギー発電促進賦課金 

再生可能エネルギー発電促進賦課金は、電気事業者による再生可能エネルギー電気        

の特別措置法に基づく賦課金として当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定

規模需要の標準（託送）供給条件による。 

なお、入札価格の算定にあたっては、再生可能エネルギー発電促進賦課金は考慮しな

いものとする。 

④ 燃料費調整額（当該地域を管轄する一般電気事業者が設定する燃料費調整額） 

使用電力量に燃料費調整単価を乗じて計算した金額（以下の算定式による。） 

燃料費調整額＝使用電力量×燃料費調整単価 

なお、入札価格の算定にあたっては、燃料費調整額は考慮しないものとする。 

⑤ 力率 

力率は、その１月のうち毎日８時から２２時までの時間における平均力率とする。単

位は、「％」とし、小数点以下第１位を四捨五入する（瞬間力率が進み力率となる場合

には、その瞬間力率は 100％とする）。平均力率の算定式は当該地域を管轄する一般

電気事業者の供給条件による。 

なお、入札価格算定時の力率は 100％とする。 

（ウ）本入札時の電気料金の算定においては、消費税率及び地方消費税率は 10％で計算するこ

ととする。 

（７）検針日及び計量 

   検針日は毎月１日とし、１日に検針を行うことができない場合は、翌日以降に行うものとす

る。計量日時は甲と乙の協議の上で定めることとし、計量は計量器により記録された値によ

るものとする。 

（８）支払方法 

  乙は、算定された当該月分の料金を適法な請求書で速やかに甲に請求し、請求があった

場合は、甲は乙に３０日以内（その日が金融機関の休業日の場合はその翌営業日）にこ

れを支払う。 

なお、各施設の請求を一定集約することや、請求明細の電子データ（ＣＳＶデータ）を

提供すること等について協議を行い、甲の円滑な支払いが可能となるようにすること。 

支払方法は納付書での支払い及び銀行口座振込のみとする。 



（９） 施設毎の予定電力量（使用量実績） 

    別紙施設一覧表のとおり。 

    令和４年３月から令和５年２月までの使用量実績である。 

    なお、令和４年度については、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点より施設の使用

状況等に多少の影響を及ぼしたこと、また、令和５年度以降についても引き続き影響を及

ぼす恐れがあることから、予定使用電力量についても施設により増減が見込まれる。 

３ 電気の安定供給 

  乙は甲に対する電気の安定供給を図ること。 

  また、乙側の事故や災害により、甲への電力供給が停止した場合は、業務に支障が生じること

がないよう、予備の発電設備又は他の電気事業者からの電力を確保すること。 

 

４ その他 

（１）通信設備等 

（ア） 当該地域を管轄する一般送配電事業者との接続供給契約を遵守するために必要な計量

器、通信装置その他付属設備（以下「通信設備等」という。）を設置する必要がある場

合は、乙の財産とし、設置工事については、乙の負担とする。 

（イ） 通信設備等の取り付け場所は、甲と乙の協議の上、場所を選定し甲が提供する。 

（ウ） 通信設備等の設置の必要がなくなった場合は、乙の負担で撤去する。 

（エ） 現在、各施設ともデマンドメーターを設置している。 

（２）契約期間中における予定使用電力量を年間総使用量とし、年間の実績使用量が、当年間総使

用量に対し達しない場合や、超えた場合についても、契約した単価に基づく料金となり、乙

は、料金の追加請求を行わないこと。また、当該地域を管轄する一般電気事業者が料金改定

を行った場合においても、この入札による契約した単価の変更は行わないものとする。 

 なお、その他、この仕様書に定めのない乙の請求については発生しないものとする。 

（３）乙は「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」等に関連して、甲から有効電力量等必要

なデータ提供の求めがあった場合は、これに応じること。 

（４）協議 

   その他、仕様書の定めのない事項については、当該地域を管轄する一般電気事業者の定めに

準ずるものとし、甲乙協議により定める。 


